
JP 5117043 B2 2013.1.9

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　上部管体の下端部と下部管体の上端部とが管継手を介して上下方向に接続されてなり、
雨水を流下させて排水に供せられる縦樋管において、
　前記管継手に、上端を上部管体の内径と略等しい導入口とし、下端を下部管体の内径よ
り小径の導出口する漏斗状部が、その導出口を下部管体と同心状で、かつ雨水が導出口か
らのみ流下するようにして、該導出口から排出される雨水直下流の周囲に筒状通気領域が
形成されるように設けられる一方、前記筒状通気領域の周囲に位置させて、管継手または
下部管体に前記筒状通気領域と外部とを連通する通気口が開口されていることを特徴とす
る縦樋管における雨水流下促進装置。
【請求項２】
　漏斗状部が、管継手と一体形成されていることを特徴とする請求項１記載の縦樋管にお
ける雨水流下促進装置。
【請求項３】
　漏斗状部が、管継手と別体形成されたテーパ管部と、該テーパ管部の上端に外方突成さ
れた係合鍔部とからなり、該係合鍔部を管継手内に形成された係止段部に係合することに
よって、管継手内に保持されていることを特徴とする請求項１記載の縦樋管における雨水
流下促進装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
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【０００１】
　本発明は、雨水を流下させて排水に供せられる縦樋管にあって、特に豪雨時における雨
水の流下を促進し得る装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　一般に、多階層住宅等の建物に設置される縦樋管は、管継手と、該管継手を介して上下
方向に接続された所定長さの管体とからなり、建物の壁面等に固定されて、屋上及び各階
のバルコニー等に配設されたルーフドレインから流入する雨水を流下させて地上の排水溝
等に排水し得るように構成されている。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　ところで、建物の屋上面にはルーフドレインに向けて下方傾斜する排水用勾配が設けら
れており、豪雨時に屋上面上の雨水が前記排水用勾配によってルーフドレインに短時間で
集中すると、排水しきれない雨水がルーフドレイン付近に溜まり易い。そして、従来構成
の縦樋管にあっては、ルーフドレイン付近に溜まる雨水の水深が７０mmを越すような豪雨
になると、大量の雨水が空気を巻き込んで縦樋管内に流入するため、該縦樋管内での激し
い乱流によって雨水と空気とが混じり合って多量の気泡が発生して、雨水の体積及び管内
圧力が増加するとともに、細かい気泡が合体して空気の塊となって上方に浮き上がって雨
水を押し戻す作用が生じることにより、雨水の流下が妨げられて流れが悪くなるという問
題点があった。
【０００４】
　本発明は、かかる問題点を解消し得る縦樋管における雨水流下促進装置を提供すること
を目的とするものである。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明は、上部管体の下端部と下部管体の上端部とが管継手を介して上下方向に接続さ
れてなり、雨水を流下させて排水に供せられる縦樋管において、前記管継手に、上端を上
部管体の内径と略等しい導入口とし、下端を下部管体の内径より小径の導出口とする漏斗
状部が、その導出口を下部管体と同心状で、かつ雨水が導出口からのみ流下するようにし
て、該導出口から排出される雨水直下流の周囲に筒状通気領域が形成されるように設けら
れる一方、前記筒状通気領域の周囲に位置させて、管継手または下部管体に前記筒状通気
領域と外部とを連通する通気口が開口されていることを特徴とする縦樋管における雨水流
下促進装置である。
【０００６】
　ここで、前記通気口は、できるだけ漏斗状部に近接する位置、即ち、漏斗状部の外側近
傍位置に開口することが好ましい。また、前記構成中の雨水直下流とは、まっすぐ下に落
ちる雨水流を意味し、漏斗状部の導出口から勢いよく真下に排出される円柱状の雨水流で
ある。また、前記上部管体（または下部管体）とは、管継手に対する管体の相対的位置に
基づいて管体を呼称したものであり、前記下部管体の下端部がさらに他の管継手を介して
管体に接続される場合には、該下部管体が他の管継手に対する上部管体となる。
【０００７】
　前記雨水流下促進装置にあって、漏斗状部が、管継手と一体形成されている構成が提案
される。
【０００８】
　また、漏斗状部が、管継手と別体形成されたテーパ管部と、該テーパ管部の上端に外方
突成された係合鍔部とからなり、該係合鍔部を管継手内に形成された係止段部に係合する
ことによって、管継手内に保持されている構成が提案される。
【発明の効果】
【０００９】
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　本発明は、上述したように、上部管体の下端部と下部管体の上端部とを接続する管継手
に、上端を上部管体の内径と略等しい導入口とし、下端を下部管体の内径より小径の導出
口とする漏斗状部が、その導出口を下部管体と同心状で、かつ該導出口から排出される雨
水直下流の周囲に筒状通気領域が形成されるように設けられる一方、前記筒状通気領域の
周囲に位置させて、管継手または下部管体に前記筒状通気領域と外部とを連通する通気口
が開口されているので、豪雨時に、上部管体から管継手を通って流下する大量の雨水が、
該管継手に設けられた漏斗状部の導出口から雨水直下流となって排出されると、その雨水
直下流の周囲に筒状通気領域が形成されることにより、下部管体内で発生した気泡が合体
して生じる空気の塊が前記筒状通気領域を介して通気口から外部に排出されて、管内圧力
の増加が抑止されるとともに、下部管体内で空気の塊が上方に浮き上がることに起因する
雨水の押し戻し作用が防止される。また、雨水が漏斗状部の導出口から雨水直下流となっ
て下部管体内に流入するため、その流入時に巻き込まれる空気量が減少し、下部管体内で
発生する気泡量が減少することとなって、下部管体内での雨水の体積増加及び管内圧力の
増加が抑止される。そして、このように、雨水の体積増加及び管内圧力増加の抑止作用が
得られるとともに、下部管体内で空気の塊が上方に浮き上がることに起因する雨水の押し
戻し作用が生じることがないため、豪雨時における雨水の流下を促進させることができる
。
【００１０】
　また、前記漏斗状部が、管継手と一体形成されている構成にあっては、施工時において
、別体形成した漏斗状部を所定位置に配置し、かつ、保持させる作業が不要であるため、
施工性に優れたものとなる。
【００１１】
　また、前記漏斗状部が、管継手と別体形成されたテーパ管部と、該テーパ管部の上端に
外方突成された係合鍔部とからなり、該係合鍔部を管継手内に形成された係止段部に係合
することによって、管継手内に保持されている構成にあっては、従来の管継手の構成を何
ら変更することなく、漏斗状部のみを別体形成すればよいので、漏斗状部を管継手に一体
形成する場合に比してコストを大幅に低減することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１２】
　以下に、本発明の第一実施例を、図１に基づいて説明する。
　縦樋管１は、図１に示すように、管継手２と、該管継手２を介して上下方向に接続され
た上部管体３及び下部管体４とからなり、この第一実施例では、上部管体３の下端部と下
部管体４の上端部とが管継手２の上下両端部に嵌入されている。これにより、管継手２は
縦樋管１の上下両端部を除く中間部に配設されることとなる。ここで、前記上部管体３及
び下部管体４は、例えば1000mm,3000mm,4000mm等の定尺長さに形成されており、これらが
そのまま、或いは施工態様に合わせて適宜の長さに切断したものが組み合わされて使用さ
れる。また、縦樋管１を構成する管継手２，上部管体３，下部管体４の材質には、アルミ
ニウム，ステンレス等の耐腐食性金属や、ポリプロピレン樹脂，塩化ビニル樹脂等の硬質
合成樹脂が用いられ得る。
【００１３】
　前記管継手２の内部には、その上下方向の中ほど位置に漏斗状部５が一体形成されてい
る。該漏斗状部５は、上端に上部管体３の内径と略等しい導入口６を備え、下端に下部管
体４の内径より小径の導出口７を備えており、該導出口７を下部管体４と同心状で、かつ
該導出口７から排出される雨水直下流の周囲に筒状通気領域ｔが形成されるように配設さ
れている。
【００１４】
　また、前記管継手２には、筒状通気領域ｔの周囲に位置させて該筒状通気領域ｔと外部
とを連通する複数の通気口８が開口されており、この第一実施例では、該通気口８が漏斗
状部５の外側近傍に位置する管継手２の周壁に形成されている。
【００１５】
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　そして、前記漏斗状部５と通気口８とによって、本発明にかかる雨水流下促進装置が構
成されている。
【００１６】
　かかる構成にあって、縦樋管１が多階層住宅等の建物の壁面等に固定され、屋上及び各
階のバルコニー等に配設されたルーフドレインから流入する雨水を流下させて地上の排水
溝等に排水し得るように施工された状態において、豪雨時に、上部管体３から管継手２を
通って流下する大量の雨水が、該管継手２に設けられた漏斗状部５の導入口６から流入し
て導出口７から雨水直下流となって下部管体４内へ排出されると、その雨水直下流の周囲
に筒状通気領域ｔが形成されることにより、下部管体４内で発生した気泡が合体して生じ
る空気の塊が前記筒状通気領域ｔを介して通気口８から外部に排出されるので、下部管体
４の管内圧力の増加を抑止することができるとともに、下部管体４内で空気の塊が上方に
浮き上がることに起因する雨水の押し戻し作用が防止される。また、雨水が漏斗状部５の
導出口７から雨水直下流となって下部管体４内に流入するため、その流入時に巻き込まれ
る空気量が減少し、下部管体４内で発生する気泡量が減少することとなって、下部管体４
内での雨水の体積増加及び管内圧力の増加を抑止することができる。そして、このように
、下部管体４内における雨水の体積増加及び管内圧力増加が抑止されるとともに、上記の
ように、下部管体４内で発生した空気の塊が前記筒状通気領域ｔを介して通気口８から外
部に排出されるので、下部管体４内で空気の塊が上方に浮き上がることに起因する雨水の
押し戻し作用が生じることがないため、豪雨時における雨水の流下を促進させることがで
きる。
【００１７】
　また、前記漏斗状部５が、管継手２と一体形成されていることにより、施工時において
、別体形成した漏斗状部５を所定位置に配置し、かつ、保持させる作業が不要であるため
、優れた施工性が得られる。
【００１８】
　図２は、第一実施例の変形実施例を示し、この変形実施例は、筒状通気領域ｔと外部と
を連通する複数の通気口８を、下部管体４の上端近傍部に形成したものである。その他の
構成は第一実施例と同じであり、第一実施例と共通する構成部分については第一実施例と
同一符号を付して重複説明を省略する。
【００１９】
　かかる構成にあっても、第一実施例と同様の作用が得られ、豪雨時における雨水の流下
を促進させることができる。このように、通気口８は必ずしも管継手２の周壁に形成する
必要はない。また、漏斗状部５が、管継手２と一体形成されていることにより、施工時に
おいて、別体形成した漏斗状部５を所定位置に配置し、かつ、保持させる作業が不要であ
るため、優れた施工性が得られる。
【００２０】
　図３は、第二実施例を示し、この第二実施例は、管継手２の下部に漏斗状部５を一体形
成したものであり、上部管体３の下端部を管継手２の上端部に内嵌し、下部管体４の上端
部を漏斗状部５に外嵌することにより、上部管体３と下部管体４とが管継手２を介して上
下方向に接続されている。また、下部管体４の上端近傍部には、筒状通気領域ｔと外部と
を連通する複数の通気口８が形成されている。その他の構成は第一実施例と同じであり、
第一実施例と共通する構成部分については第一実施例と同一符号を付して重複説明を省略
する。
【００２１】
　かかる構成にあっても、第一実施例と同様の作用が得られ、豪雨時における雨水の流下
を促進させることができる。また、漏斗状部５が、管継手２と一体形成されていることに
より、施工時において、別体形成した漏斗状部５を所定位置に配置し、かつ、保持させる
作業が不要であるため、優れた施工性が得られる。
【００２２】
　図４は、第三実施例を示し、この第三実施例は、漏斗状部５を管継手２と別体形成した
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ものであり、該漏斗状部５は、上端に上部管体３の内径と略等しい導入口６を備え、かつ
下端に下部管体４の内径より小径の導出口７を備えたテーパ管部９と、該テーパ管部９の
上端に外方突成された環状の係合鍔部１０とからなる。ここで、管継手２は、その内部の
上下方向の中ほど位置に、上部管体３及び下部管体４の差し込み量を規定する係止段部１
１を備えた公知構造のものが用いられている。そして、該係止段部１１に前記係合鍔部１
０を係合することによって、漏斗状部５が管継手２内に保持されている。また、下部管体
４の上端近傍部には、筒状通気領域ｔと外部とを連通する複数の通気口８が形成されてい
る。尚、漏斗状部５は、その係合鍔部１０を管継手２の係止段部１１に対して接着剤また
はシーリング剤等の接合剤１２を用いて接合するようにしてもよい。その他の構成は第一
実施例と同じであり、第一実施例と共通する構成部分については第一実施例と同一符号を
付して重複説明を省略する。
【００２３】
　かかる構成にあっても、第一実施例と同様の作用が得られ、豪雨時における雨水の流下
を促進させることができる。また、従来の管継手２の構成を何ら変更することなく、漏斗
状部５のみを別体形成すればよいので、上述した第一実施例及び第二実施例のように漏斗
状部５を管継手２に一体形成する場合に比してコストを大幅に低減することができる。
【００２４】
　図５は、第四実施例を示し、この第四実施例は前記第三実施例と同様に、漏斗状部５を
管継手２と別体形成したものである。該漏斗状部５は、上端に上部管体３の内径と略等し
い導入口６を備え、かつ下端に下部管体４の内径より小径の導出口７を備えたテーパ管部
９と、該テーパ管部９の上端に外方突成された環状の係合鍔部１０とからなり、該係合鍔
部１０を管継手２内に形成された係止段部１１に係合することによって、管継手２内に保
持されている。管継手２は、側部に呼び樋管１４の端部が嵌入される被嵌入筒部１３を備
えたＴ字形管継手からなる公知構造のものが用いられており、前記被嵌入筒部１３の基部
開口を、筒状通気領域ｔと外部とを連通する通気口８としている。ここで、呼び樋管１４
は、各階のバルコニー等に配設されたルーフドレイン（図示省略）に連通されるが、豪雨
時にあってもバルコニー等に配設されたルーフドレインから流入する雨水量は僅かである
ため、呼び樋管１４を介して筒状通気領域ｔと外部とを連通させることができるようにな
っている。尚、図６に示す変形実施例のように、通気口８’を漏斗状部５の外側近傍に位
置する管継手２の周壁に形成することも可能である。
【００２５】
　かかる構成にあっても、第一実施例と同様の作用が得られ、豪雨時における雨水の流下
を促進させることができる。また、従来の管継手２の構成を何ら変更することなく、漏斗
状部５のみを別体形成すればよいので、上述した第一実施例及び第二実施例のように漏斗
状部５を管継手２に一体形成する場合に比してコストを大幅に低減することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２６】
【図１】第一実施例にかかる雨水流下促進装置を備えた縦樋管１の縦断面図である。
【図２】第一実施例の変形実施例にかかる雨水流下促進装置を備えた縦樋管１の縦断面図
である。
【図３】第二実施例にかかる雨水流下促進装置を備えた縦樋管１の縦断面図である。
【図４】第三実施例にかかる雨水流下促進装置を備えた縦樋管１の縦断面図である。
【図５】第四実施例にかかる雨水流下促進装置を備えた縦樋管１の縦断面図である。
【図６】第四実施例の変形実施例にかかる雨水流下促進装置を備えた縦樋管１の縦断面図
である。
【符号の説明】
【００２７】
　１　縦樋管
　２　管継手
　３　上部管体



(6) JP 5117043 B2 2013.1.9

　４　下部管体
　５　漏斗状部
　６　導入口
　７　導出口
　８　通気口
　９　テーパ管部
１０　係合鍔部
１１　係止段部
　ｔ　筒状通気領域

【図１】 【図２】
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